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次を見据えて新たな挑戦を決意
　平成23年に為替レートは１ドル＝70円
台に突入し、超円高で推移した。円高は輸
出に不利となるため、国内製造業の海外移
転を促す。自動車関連の仕事が約85％を
占める検査具メーカーのグリーンフィクスに
とって、得意先が国内生産を縮小すれば痛
手となる。少子化や若者のクルマ離れの影
響などで国内自動車市場の拡大は見込みに
くく、危機感は募っていった。
　昭和42年に検査具事業を始めてから、
長く実績と経験を積み、ノウハウを蓄積して
きた。企画室の三輪貴紀グループリーダー
は「国内自動車メーカーのすべてと取引し
ているのが強み」と力を込める。しかし、
事業環境の変化や次のステップを考慮し、
新たな挑戦を決意した。そこで、平成25
年度補正中小企業・小規模事業者ものづく
り・商業・サービス革新事業（ものづくり
補助金）に採択された。
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グリーンフィクス株式会社
自動車測定技術を航空産業へ展開

複雑形状の対象物も素早く測定
　ものづくり補助金で購入したのはイタリア
DEA製（現Hexagon Metrology）３次元測
定機に取り付く非接触型の３次元測定スキャ
ナや、それに付随するソフトウエアなど。レ
ーザーにより非接触で自動車部品などのデー
タを読み込み、複雑形状の対象物も素早く
測定できる。従来方式は所定のピッチで測
定点に接触していたため、非接触に比べて
時間がかかる。品質保証部品質保証グルー
プの酒井啓充サブリーダーは「メーカーから
非接触測定の要望があった」と振り返る。
　さらに、非接触測定は航空機業界への提
案も視野に入れ導入した。レーザーはクル
マ１台を測れる長さ6300㎜×幅3000㎜×
高さ2500㎜の設備に取り付け、大型になる
航空機部品でも検査具の作製に役立つと見
込む。今回の非接触測定の拠点となる福田
スタジオ（みよし市）は、測定専用工場にす
る方針で、温度管理を徹底している。

航空機関連の測定にも提案検討
　クルマ１台を測れる設備は、検査具を作
るために備えている。検査具は部品の取り付
けに誤差がないかなどを、0.1㎜単位といっ
た高精度で測定する。自動車メーカーの品
質保証はそれぞれ異なり、新車ごとに検査
具を作製する。検査具の設計製作で取引を
重ねてきたグリーンフィクス。非接触の測定
受託でも蓄えたノウハウや努力、提案が実り、
自動車関連の数社に採用され、コンスタント
に引き合いがあるという。
　航空機関連の測定も平成25年くらいから
手がけているが、非接触方式はこれからの
取り組み。酒井啓充サブリーダーは「航空
機関連は取り決めが多く、（国際標準規格
の）ISOの管理も厳しい」と説明する。始
めて間もない航空機関連の仕事は、これか
ら本格的に体制を整え、技術を蓄積してい
く段階。非接触方式のニーズも確かめなが
ら提案する必要がある。

伝統技術と新たな武器で開拓
　非接触方式の測定機は、あらかじめ仕事
が決まっていて導入したものではなく、測定
技術の研究開発を兼ねる。投資を回収する
リスクや負担を軽減するため、ものづくり補
助金を使って挑んだ。いつでも計測の精度を
保証できるように、メートル原器も専用のもの
を購入。「日常点検で保証できることがこだ
わり」（酒井啓充サブリーダー）と万全を期す。
　大手メーカーが取引先に計測付きのデー
タを求めるようになるなど、幅広い業種で測
定のニーズは大きくなっている。三輪貴紀グ
ループリーダーも「必要なものはすべて測れ
るようにしたい」と意気込む。
　グリーンフィクスは平成５年に織物メーカ
ーへ依頼してカーボン素材を作り、高強度
と軽量化を両立した検査具に生かしている。
これまでの伝統と、非接触測定という新た
な武器を組み合わせて、市場を積極的に切
り開く構えだ。

1. 企画室グループリーダーの三輪貴紀氏（左）、品質保証部品質保証
　グループサブリーダーの酒井啓充氏（中央）、企画室の平野靖幸氏（右）
2. 大型になる航空機部品でも検査具の作製に役立つ
3. クルマ１台を測れる装置の模型
4. 購入した専用のメートル原器

ぐりーんふぃくす

従業員	 :	 １５０人
ＴＥＬ	 :	 ０５２（８３１）９６３１
ＦＡＸ	 :	 ０５２（８３４）０１２５
ＵＲＬ	 :	 http://www.greenfix.co.jp
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ものづくり補助金で非接触型の３次元測定スキャナを導入した

グリーンフィクス株式会社
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所在地	 :	 愛知県名古屋市
		  瑞穂区日向町４－２
設立年月	:	 昭和３２年７月
資本金	 :	 ２８００万円
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